



















































































































































































































































米水車から発電を目的とするものに変化する過程が浮かび上がる。    
 第 3 章、第 4 章の二章は、明治中期から 1935 年の鴨川大水害までの鴨川水系の改
修事業の歴史を、治水政策、利水政策、陸上交通政策、景観整備の四要素から複眼的
に考察している。先行研究が 1935 年の鴨川大水害後の復興を近世的治水から近代的
治水政策への転換点とするのに対し、論者は、鴨川大水害はむしろ、近代的治水政策
の不十分さのために生じたとする。論者によれば、計画高水流量の設定とそれに基づ
く川幅・堤防高の決定という意味での近代的治水政策はすでに明治期に萌芽してい
た。その後、利水、陸上交通、環境整備という他の要素との競合・調整の過程を経
て、1935 年の鴨川大水害後に内務省・京都府・京都市が策定した鴨川高野川改修計画
において、京阪電鉄の地下線化を核とする川幅拡張、水力発電による財源確保等を目
指す政策が登場し、戦後に至るまでの政策基調を形作った。京阪電鉄の地下線化は
1987 年まで持ち越される未完のプロジェクトであったが、論者は大水害からの復興に
おいて四要素の統合された河川改修政策が現われたことを重視し、通説との違いを打
ち出している。一連の鴨川水系の改修工事の分析を踏まえて、本論文は河川法が適用
され内務省が改修の主体となる淀川水系や長良川・木曽川水系の場合と異なり、京都
市の鴨川改修が地方主導型であることを示し、河川改修の二つの類型の仮説を提示す
ることで結びとしている。 
 以上のように、本論文は、京都における治水と利水を統一的にとらえ、その政策形
成過程を明治期から1930年代までの政治史の中で描き出すことで、近代都市における
治水と利水にかんする新たな理解を可能にした。政策構想と実態との相違、デモクラ
シーと治水・利水政策との関係等について、より踏み込んだ検討が行われるべきであ
ったが、それらについては今後に取り組むべき課題として論者自身が自覚していると
ころであり、本論文の価値を損なうものではない。  
 以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値あるも
のと認められる。2017年2月10日、調査委員3名が論文内容とそれに関連した事柄につ
いて口頭試問を行った結果、合格と認めた。  
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを
認める。 
 
